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中小事業者を対象とした手数料等の軽減に

ついて（特施令１０条１号）（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容 

（１）軽減の要件と内容 

   軽減に係る申請書を提出する日において、次のア．からウ．までのいずれ

かに該当する中小事業者（以下「中小事業者」という。）が、他の中小事業

者以外の法人による特定支配関係がない 注 １場合には、自己の出願について

の出願審査の請求の手数料及び自己の特許権に係る第１年分から第１０年分

までの特許料が１／２に軽減される（特１０９条の２第１項、１９５条の２

の２、特施令１０条１号、１２条３項、手数料令１条の４第３項）。 

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 ２又は特許料納付書の提出

と同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。 

（２）中小事業者の要件     

   ア．個人事業主 

     それぞれの業種において、従業員数が「表１」の数以下であること。 

イ. 会社  

     それぞれの業種において、従業員数が「表１」の数以下であること又は

資本金若しくは出資の額が「表１」の額以下であること。 

ウ．組合等 

     以下のいずれかに該当するものであること。 

     ⅰ）企業組合 

ⅱ）協業組合 

     ⅲ）事業協同組合及び事業協同小組合並びに協同組合連合会 

   ⅳ）農業協同組合及び農業協同組合連合会 

   ⅴ）漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合及び水産  

加工業協同組合連合会 

   ⅵ）森林組合及び森林組合連合会 

ⅶ）商工組合及び商工組合連合会 

ⅷ）商店街振興組合及び商店街振興組合連合会 

ⅸ）消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会 

ⅹ）酒造組合、酒造組合連合会及び酒造組合中央会であって、その直接

又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上において、従業員

数が３００人以下又は資本金若しくは出資の額が３億円以下に該当す

るもの 

ⅺ）酒販組合、酒販組合連合会及び酒販組合中央会であって、その直接

又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上において、従業員
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数が５０人（酒類卸売業者については、１００人）以下又は資本金若

しくは出資の額が５千万円（酒類卸売業者については、１億円）以下

に該当するもの 

ⅻ）特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人

であって、従業員数が３００人（小売業については、５０人、卸売業

又はサービス業については、１００人）以下に該当するもの 

「表１」 

業種 従業員数 資本金 

又は出資の額 

イ ． 製 造 業 、 建 設 業 、 運 輸 業 そ の 他 の 業 種

（ロ．からト．までに掲げる業種を除く） 

３００人 ３億円 

ロ．卸売業 １００人 １億円 

ハ．サービス業（へ．及びト．に掲げる業種を

除く） 

１００人 ５千万円 

ニ．小売業  ５０人 ５千万円 

ホ．ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイ

ヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造

業を除く。） 

９００人 ３億円 

へ．ソフトウェア業又は情報処理サービス業 ３００人 ３億円 

ト．旅館業 ２００人 ５千万円 

 

２．申請書に添付する証明書注 3 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。 

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。 

証明書を添付をする場合においては以下のとおりとする。 

軽減に係る申請書に添付する証明書は、申請者が個人、会社、組合等の別に

より、「表２」の右欄に掲げるものである（特施令１１条２項、手数料令１条

の３第２項、特施規７４条の２第１号及び２号）。 
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「表２」 

 

要 件 

証 明 書 

個人事業主 会社 組合等 

ア．中小事業者

であること 

・常時使用する 

従業員の数を証 

する書面 

 

・主たる事業を 

確認するための 

書類（自社パン 

フレット等） 

・資本の額又は出資 

の総額を証明する書 

面（定款、法人登記 

事項証明書又は貸借 

対照表）又は常時使 

用する従業員の数を 

証する書面 

 

・主たる事業を確認 

するための書類（自 

社パンフレット等） 

・上記１．

(２)ウ.ⅹ）か

らⅻ）に該当

する組合等に

ついては、資

本の額若しく

は出資の総額

を証明する書

面又は常時使

用する従業員

の数を証する

書面 

イ．他の中小事

業者以外の法人

による特定支配

関係がない 注 １こ

と 

・不要 ・法人税確定申告書

別表第２の写し又は

株主名簿若しくは出

資者名簿（＊１） 

・法人税確定

申告書別表第

２の写し又は

出資者名簿

（＊１）（＊

２） 

（＊１）特定支配関係を持つている法人がある場合でも、当該法人が中小事業者

である場合には、中小事業者に該当することを証する書面。  

（＊２）出資を有しない組合等の場合は不要。  

 

（新規改訂平成令和３１２・４）  

 

                                                
注 １「特定支配関係がない」とは、ａ.及びｂ.に該当していることを指す（手数料令１ 

条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。 

ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の株式又は出資

金を有していないこと。 

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の株式又は出資

金を有していないこと。  
注 ２  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては

当該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 3 同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  


